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１．法人の目的及び業務内容 

（１）法人の目的 

   当法人は、次代を担う有為な人材を育成するとともに、文化及び学術の向上並びに産業の

発展に貢献するため、大学を設置し、及び管理することを目的としています。 

  （定款第１条） 

 

（２）業務内容 

   当法人は、上記目的を達成するため、以下の業務を行います。（定款第 21条） 

   ⅰ 大学を設置し、これを運営すること 

   ⅱ 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと 

   ⅲ 法人以外の物から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外

の者と連携して教育研究活動を行うこと 

   ⅳ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること 

   ⅴ 大学における教育研究成果の普及及び活用を通じ、地域社会に貢献すること 

ⅵ 上記の業務に付帯する業務を行うこと 

 

２．法人の位置付け及び役割 

  当法人は、秋田県が設立した公立大学法人として、秋田市に秋田県立大学を設置しています。

秋田県立大学は、21世紀を担う次代の人材育成と、秋田県の持続的発展に貢献することを基本

理念に掲げ、工学・農学という社会を支える重要な分野において、問題解決能力と自らを磨く

ことができる基礎的能力を兼ね備えた技術者・研究者を育成するとともに、研究活動や産学官

連携の取組等を通じ地域産業の高度化に寄与することにより、秋田県の「知の拠点」として貢

献することを役割としています。 

 

３．中期目標の概要 

（１）第３期中期目標の期間：平成 30年４月１日から令和６年３月 31日までの６年間 

 

（２）概要 

当法人に課された使命を果たし、県民の期待に応えていくため、本中期目標期間における

基本的な目標を次のとおり掲げ、教育、研究、地域貢献の分野で大学の存在価値を高め、更

なる飛躍を図るものとする。 

ⅰ 地域社会のニーズや時代の変化に対応した教育の実施により、自ら問題を発見し解決す

る方法論を身に付けた人材を育成し、地域に貢献できる人材を地域に輩出する。 

ⅱ 理系大学において大学機能の維持向上の基盤となる研究活動の充実を図り、先端的・独

創的研究はもとより、本県の地域特性や課題に対応した研究を重点的に推進する。併せて、

県内産業における技術開発等を強力に支援する。 

※ 詳細については、第３期中期目標をご覧ください。 
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４．理事長の理念並びに運営上の方針及び戦略 

  本学は、システム科学技術学部、生物資源科学部の２つの学部からなる理系の大学です。学

生数は大学院を含めて約 1,800名と中規模大学ですが、それ故にコンパクトにまとまっており、

意思決定とその後の対応の速さが特徴です。 

  教育にあたっては、ウィズコロナ、情報化社会で進展する Society 5.0、持続可能な開発目標

（ＳＤＧｓ）に対応できる能力が強く求められますので、専門的な知識に加えて、変化に気づ

き、その原因を多面的な視野で要因分析し、そこから課題抽出を行い、自ら解決策を見出す能

力を身に付けさせることに重点を置いています。また卒業生アンケートでは、「教職員との距離

が近いことが最も良かった」と毎年大勢の学生から回答があり、徹底した少人数教育を実施し

ています。開学以来、本学を巣立った卒業生は約 9,000 人となりました。就職率は６年連続で

100%を維持しており、卒業生たちはさまざまな分野で重要な役割を担って活躍しています。 

 地域貢献活動に対しては、第３期中期計画では、秋田県での最大の課題である人口減少問題

に焦点を当て、県内で活躍する人材育成と地域を支える産業振興にターゲットを置いています。

県内の企業に就職する学生割合については数値目標を立て、学生が県内企業に目を向けさせる

ための様々な施策を実施しています。 

産業振興では、秋田県の農業にメスを入れ、スマート農業を実現するためのプロジェクトを

立ち上げました。スマート農業では農工連携が必須であり、その拠点として、「アグリイノベー

ション教育研究センター（AIC）」を令和３年４月に設置しました。そして内閣府の競争的資金

を獲得するために、県や大仙市と共同で「秋田版スマート農業モデル創出事業」のテーマで応

募し、採択されました。この事業を推進するために、様々な研究機関、自治体、企業、銀行など

幅広い業種が参加できるコンソーシアムを立ち上げました。このコンソーシアムでは、研究開

発と共にスマート農業人材育成を積極的に推進しています。 

  もう一つ大きなプロジェクトとして、将来の航空機の電動化を見据え、内閣府競争的資金を

活用し「小型軽量電動化システムの研究開発による産業創生」にも取り組んでいます。特徴あ

るモーターの開発を通し、地域産業の新たな分野を作り出そうとの狙いがあります。こちらは、

秋田大学との共同プロジェクトです。電動化システム共同研究センターを設置し、研究開発、

さらには秋田大学との共同大学院を改組し、地元企業で技術開発をリードできる人材育成をス

タートさせました。一方、廃校となった小学校を大規模に改修して「次世代モーター特性評価

ラボ」を整備し、研究開発の拠点として秋田大学との共同運営を実施します。 

その他、共同研究、受託研究、技術相談等の産学連携活動、八郎湖の水質浄化等の地域環境

改善活動、公開講座・公開講演会開催、秋田竿灯祭りを始めとする地域行事への参加、出前授

業、科学教室主催、「SSH（スーパーサイエンスハイスクール）」などの活動を引き続き推進して

いきます。 

  大きく変化する社会情勢や様々な技術革新が進む中、大学における教育・研究・地域貢献へ

の期待が高まっています。本学は、「地（知）の拠点」として地方創生の一翼を担い、地元企業

の産業振興、若者の地元定着、社会人教育を積極的に推進します。このような大学運営をとお

し、皆様から「信頼され、尊敬される大学」を目指します。 
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５．中期計画及び年度計画の概要 

  当法人は、中期目標を達成するための中期計画と当該計画に基づく年度計画を作成していま

す。 

  中期計画と当事業年度に係る年度計画との関係は以下のとおりです。 

  ※ 詳細については、第３期中期計画及び各事業年度の年度計画をご覧ください。  

中期計画 年度計画 

Ⅰ 教育に関する目標を達成するための措置 

 １ 学生確保の強化 

  (1)学部学生の確保 

   【数値目標】一般選抜試験出願倍率：５倍以上、県内出身入学生比率：35％ 

  (2)大学院学生の確保 

   【数値目標】大学院収容定員充足率：100％ 

 ２ 教育の充実 

  (1)学部教育の充実 

  (2)大学院教育の充実 

  (3)教育力の向上  

 ３ 学生支援の強化 

  (1)学修支援 

  (2)学生生活支援 

  (3)キャリア教育・就職支援 

   【数値目標】就職希望者の就職率：100％ 

Ⅱ 研究に関する目標を達成するための措置 

 １ 先端的・独創的研究や特色ある研究の推進 

 ２ 外部研究資金の獲得強化 

 ３ 研究成果の活用 

Ⅲ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

 １ 県内産業の支援 

  (1)産業振興への寄与 

  (2)コーディネート機能の強化 

   【数値目標】 

県内の企業・自治体・公設試験研究機関等からの受託・共同研究の受入件数：60件 

 ２ 地域社会への貢献 

  (1)地域で活躍する人材の輩出 

   【数値目標】    【数値目標】 

    就職決定者に占める県内企業・事業所

への就職者の割合：30％（中期目標期

間達成目標） 

    就職決定者に占める県内企業・事業所

への就職者の割合：28％ 

  (2)地域課題解決・地域活性化への支援 
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  (3)学校教育への支援 

  (4)生涯学習への支援 

Ⅳ 国際交流・他大学等との連携に関する目標を達成するための措置 

 １ 国際交流の推進 

  (1)海外大学等との学術交流の促進 

  (2)国際感覚を備えた人材の育成 

 ２ 他大学等との連携の強化 

Ⅴ 業務運営の改善に関する目標を達成するための措置 

 １ 組織運営の効率化及び大学運営の改善 

  (1)組織運営 

  (2)教育研究組織等の改善 

  (3)人事管理 

 ２ 財務内容の改善 

  (1)自己財源の確保 

  (2)経費の削減 

 ３ 自己点検・評価等の実施及び情報発信 

  (1)自己点検・評価等 

  (2)大学情報の発信 

 ４ その他の業務運営に関する重要事項 

  (1)安全等管理体制の充実 

  (2)教育研究環境の整備 

  (3)情報セキュリティ対策の強化 

  (4)コンプライアンスの徹底 

Ⅵ 予算、収支計画及び資金計画 

 １ 予算 

 ２ 収支計画 

 ３ 資金計画 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

Ⅷ 出資等に係る不要財産等の処分に関する計画 

Ⅸ 重要な財産の譲渡等に関する計画 

Ⅹ 剰余金の使途 

Ⅺ 法第 40条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する 

計画 
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６．持続的に適正なサービスを提供するために必要な財源その他の資源 

（１）ガバナンスの状況 

   以下のガバナンス体制図を参照してください。また、詳細については、業務方法書をご覧

ください。 

  

（２）役員等の状況 

 ① 役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴（令和５年３月 31日現在） 

職 名 氏 名 任 期 担 当 経 歴 

理事長 小林 淳一 自 平成 29年４月１日 

至 令和５年３月 31日 

学長 平成 19年４月 本学システム科学技術学部 

機械知能システム学科 教授 

平成 23年４月 本学 理事 兼 副学長 

平成 29年４月～ 現職 

副理事長 髙橋 誠記 自 令和３年４月１日 

至 令和５年３月 31日 

 

企画･広報 

担当 

平成 19年４月 鈴鹿工業高等専門学校長 

平成 26年４月 地方公務員共済 

組合連合会理事 

平成 29年４月～ 現職 

理事 吉澤 結子 自 令和３年４月１日 

至 令和５年３月 31日 

 

副学長 

教育担当 

平成 19年４月 本学生物資源科学部 

応用生物科学科 教授 

平成 26年４月 本学生物資源科学部長 

平成 29年４月～ 現職 
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理事 飯田 一朗 自 令和３年４月１日 

至 令和５年３月 31日 

研究･地域 

貢献担当 

平成 28年４月 本学システム科学技術学部 

電子情報システム学科 教授 

平成 30年４月 情報工学科 教授 

令和３年４月～ 現職 

理事 佐藤 雅彦 自 令和３年４月１日 

至 令和５年３月 31日 

 

総務及び 

財務担当 

平成 28年４月 秋田県教育庁教育次長 

平成 30年４月 秋田県人事委員会事務局長 

平成 31年４月～ 現職 

監事 

(非常勤) 

河野 隆治 自 令和４年７月 29日 

至 令和７年度に係る 

財務諸表の承認の日 

実務精通 平成９年４月  公認会計士 

平成 21 年１月 公認会計士河野隆治事務所

設立（～現在） 

平成 28年４月～ 現職 

監事 

(非常勤) 

佐藤 時幸 自 令和４年７月 29日 

至 令和７年度に係る 

財務諸表の承認の日 

学識経験 平成 28年４月 秋田大学副学長、 

大学院国際資源学研究科長 

平成 31年４月 秋田大学特別教授、 

名誉教授（～現在） 

令和４年７月～ 現職 

 ② 会計監査人の名称 

   有限責任監査法人トーマツ 

 

（３）職員の状況 

   常勤職員は令和５年３月 31 日において 279 人（前年比８人増加、3.0%増）となっており、

平均年齢は 48.8歳です。このうち、設立団体からの法人への派遣者は８人、令和５年３月 31

日退職者は７人です。 

 

（４）重要な施設等の整備等の状況 

 ① 当事業年度中に完成した主要施設等 

  ・アグリイノベーション教育研究センター研究・管理棟（取得原価 260百万円） 

  ・牛舎（取得原価 184 百万円） 

 ② 当事業年度において整備中の主要施設等 

   なし 

 ③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

   なし 

 

（５）純資産の状況 

 ① 資本金の状況                      （単位：百万円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

設立団体出資金 31,419 － － 31,419 

資本金合計 31,419 － － 31,419 
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 ② 目的積立金の取崩内容等 

  ・前中期目標期間繰越積立金取崩額：6百万円 

  ・目的積立金取崩額：238百万円 

  これらは、教育研究機器及び施設設備の整備費等に充当したものです。 

 

（６）財源の状況 

 ① 財源の内訳 

  令和４年度の収入決算額は 6,699百万円であり、その内訳は以下のとおりです。 

（単位：百万円） 

区分 金額 構成比率 

運営費交付金 3,472 51.8％ 

諸補助金 658 9.8％ 

自己収入 1,553 23.2％ 

受託研究等事業収入 272 4.1％ 

寄附金収入 52 0.8％ 

前中期目標期間繰越積立金取崩 6 0.1％ 

目的積立金取崩 238 3.6％ 

施設整備補助金収入 447 6.7％ 

合計 6,699 100％ 

※ 区分ごとに表示単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しないことがあります。 

 ② 自己収入に関する説明 

  当法人の令和４年度の自己収入は、1,553百万円であり、内訳は以下のとおりです。 

授業料、入学検定料及び入学料 1,209百万円 

雑収入（間接経費他） 343 百万円 

 

（７）社会及び環境への配慮等の状況 

  当法人は、社会及び環境に対する新たな時代の配慮の方針として、秋田県立大学ＳＤＧｓ基

本方針を定め、地球環境の保全や多様性への配慮を意識した環境物品等の調達を含めた、ＳＤ

Ｇｓの推進に取り組んでいます。 

 

７．業務運営上の課題及びリスクの状況並びにこれらの対応策 

  当法人では、業務方法書に基づき、教育、研究その他当法人の運営に何らかの支障又は損失

を与える要因を事前にリスクとして認識、分析及び評価し、当該リスクへの適切な対応を可能

とするため、業務フローの整理並びに業務フローの各段階におけるリスク及びその発生原因の

分析並びに必要な規程を整備し、リスクの発生に備えています。 

  業務運営上のリスクとして、以下のとおり分類しています。 

 

 

 



- 8 - 

 

リスク分類 リスク項目 リスクの事象 

災害に関するリスク 地震 人的被害 

施設・設備・重要データ等への被害 

教育研究への支障 

台風・豪雨・豪雪・落雷 人的被害 

施設・設備・重要データ等への被害 

教育研究への支障 

施設に関するリスク 火災、爆発及び施設に関する事故 火災の発生 

爆発に起因する事故 

施設に起因する事故 

有害物質 毒・劇物、放射性物質等の紛失 

毒・劇物、放射性物質等の流出・汚染 

廃棄物 廃棄物・廃液による汚染 

廃棄物・廃液の不適正処理 

不審者の侵入 不審者の侵入による盗難、器物損壊、傷害 

施設の老朽化等 施設の老朽化等 

教育・研究に関するリス

ク 

教育活動における事故 正課中の事故 

課外活動中の事故 

寮での事故 

危険有害業務等に起因する事故 危険作業での事故 

有害作業での事故 

試験体等による汚染 

実験動物の逃走・感染症への感染 

研究活動上の不正行為 実験結果のねつ造 

論文盗用 

無許可での海外から動植物、土壌の輸入 

入試業務 入試(問題作成・試験実施)ミス 

入試情報漏洩 

海外渡航 海外留学・海外研修時の事故 

その他 事務処理に起因するリスク 

その他 

情報に関するリスク 個人情報 情報漏洩 

機密情報 情報漏洩 

情報システム ネットワーク障害・機器の故障 

停電 

ウィルス感染 

ハッキング 
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ＢＹＯＤ 

法令違反等行為に関す

るリスク 

ハラスメント セクシャル・ハラスメント 

アカデミックハラスメント 

パワー・ハラスメント 

妊娠・出産・育児・介護に関するハラスメント 

ソーシャルメディア・ハラスメント 

知的財産権の侵害 著作権の侵害 

特許権の侵害 

特許出願に関するリスク 

外為法違反 貨物及び技術の不正輸出 

非違(非行・違法)行為 役職員による不祥事・犯罪 

学生による非行・犯罪 

留学生の不法滞在 

会計上の不正行為 預け金、品名替 

架空発注(出張、謝金) 

横領 

健康に関するリスク 感染症・集団食中毒 新型インフルエンザ等感染症の集団発生 

新型コロナウイルス感染症の集団発生 

O-157等の集団食中毒の発生 

受動喫煙 

精神衛生 

労働災害 業務執行中、通勤・出張・研修中の怪我等 

その他のリスク 財務業務 運用資産の価値減少 

取引先の経営危機 

財政危機 

不適当な事務処理 

 

８．業務の適正な評価に資する情報 

  当法人は、地方独立行政法人法第 78条の２の規定により、毎事業年度終了後、当該事業年度

の業務実績について、秋田県地方独立行政法人評価委員会の評価を受けています。また、中期

目標については、目標期間中に中間評価を、目標期間終了後には目標期間全体の実績について

の評価を受けています。 

法人評価とは別に、大学は学校教育法第 109 条第２項の規定により、７年以内毎に文部科学

大臣の認証を受けた認証評価機関による評価を受けなければなりません。教育研究等の状況に

ついて自己点検・評価を行い、認証評価機関の定める大学評価基準に則った自己評価書等を作

成・申請し、適合認定を受けることにより、一定の基準を満たす高等教育機関であるとして公

に証明されています。 
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９．業務の成果及び当該業務に要した資源 

（１）自己評価 

令和４年度項目別評価結果                        (単位：百万円) 

評  価  項  目 
自己 

評価 

住民等の負担に

帰せられるｺｽﾄ 

Ⅰ 教育に関する目標を達成するための措置 Ａ 

798 

 １ 学生の確保 Ｂ 

  （１）学部生の確保 Ｂ 

  （２）大学院学生の確保 Ｂ 

 ２ 教育の充実 Ａ 

  （１）学部教育の充実 Ａ 

  （２）大学院教育の充実 Ａ 

  （３）教育力の向上 Ａ 

 ３ 学生支援の強化 Ａ 

  （１）学修支援 Ａ 

  （２）学生生活支援 Ａ 

  （３）キャリア教育・就職支援 Ｓ 

Ⅱ 研究に関する目標を達成するための措置 Ａ 

2,154 
 １ 先端的・独創的研究や特色ある研究の推進 Ａ 

 ２ 外部研究資金の獲得強化 Ａ 

 ３ 研究成果の活用 Ａ 

Ⅲ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 Ａ 

54 

 １ 県内産業の支援 Ａ 

  （１）産業振興への寄与 Ａ 

  （２）コーディネート機能の強化 Ｓ 

 ２ 地域社会への貢献 Ａ 

  （１）地域で活躍する人材の輩出 Ｂ 

  （２）地域課題解決・地域活性化への支援 Ａ 

  （３）学校教育への支援 Ａ 

  （４）生涯学習への支援 Ａ 

Ⅳ 国際交流・他大学等との連携に関する目標を達成するための措置 Ａ 

6 

 １ 国際交流の推進 Ａ 

  （１）海外大学等との学術交流の促進 Ａ 

  （２）国際感覚を備えた人材の強化 Ａ 

 ２ 他大学等との連携の強化 Ａ 

Ⅴ 業務運営の改善に関する目標を達成するための措置 Ａ 

1,974 

 １ 組織運営の効率化及び大学運営の改善 Ａ 

 ２ 財務内容の改善 Ａ 

 ３ 自己点検・評価等の実施及び情報発信 Ａ 

 ４ その他業務運営に関する事項 Ａ 
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（注）評価区分 

 Ｓ：特に優れた実績を上げている。 

 Ａ：年度計画どおり実施している。（100％以上） 

 Ｂ：概ね年度計画を実施している。（80％以上 100％未満） 

 Ｃ：年度計画を充分には達成できていない。（80％未満） 

 Ｄ：業務の大幅な改善が必要である。 

※１ 住民等の負担に帰せられるコストは、表示単位未満を四捨五入しています。 

※２ 詳細については、業務実績報告書をご覧ください。 

 

（２）当中期目標期間における秋田県地方独立行政法人評価委員会による過年度の評定の状況 

評価項目 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

Ⅰ 教育に関する目標を達成するための措置 Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

Ⅱ 研究に関する目標を達成するための措置 Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

Ⅲ 地域貢献に関する目標を達成するための 

措置 
Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

Ⅳ 国際交流・他大学等との連携に関する目標 

を達成するための措置 
Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

Ⅴ 業務運営の改善に関する目標を達成する 

ための措置 
Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画 

及び資金計画 
Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

Ⅹ 剰余金の使途 － Ａ Ａ Ａ － － 

Ⅺ 法第 40条第４項の規定により業務の財源 

に充てることができる積立金の処分に関す

る計画 

Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

 （注）評価区分 

 Ｓ：特に優れた実績を上げている。 

 Ａ：年度計画どおり実施している。（100％以上） 

 Ｂ：概ね年度計画を実施している。（80％以上 100％未満） 

 Ｃ：年度計画を充分には達成できていない。（80％未満） 

 Ｄ：業務の大幅な改善が必要である。 
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１０．予算及び決算の概要 

(単位：百万円) 

区  分 予算額 決算額 差 額 理 由 

収入    

 運営費交付金 3,472 3,472  

 諸補助金 104 658 地方創生推進交付金の採択等による。 

 自己収入 1,435 1,553  

  授業料、入学検定料及び入学料 1,184 1,209 正規生の納付対象者の増加等による。 

  その他収入 251 343 
アグリイノベーション教育研究センター牛舎火災

事故の保険金受入れ等による。 

受託研究等事業収入 170 272  

 寄付金収入 26 52  

 前中期目標期間繰越積立金取崩 6 6  

 目的積立金取崩 112 238 
教育研究費の支出及び施設の整備に伴う積立金の

取崩による。 

 施設整備補助金収入 322 447  

計 5,648 6,699  

支出    

 業務費 2,057 2,733  

  教育研究費 1,572 2,254 

採択補助金の執行による補助金事業費の増加、積

立金の取崩等による教育施設管理費及び研究機器

更新経費の増加等による。 

  一般管理費 485 479  

 受託等事業費 170 264  

 寄付金事業 26 58  

 人件費 3,072 2,964 予算算定人数に対する教職員の減少等による。 

施設整備費 322 447  

計 5,648 6,465  

※１ 区分ごとに表示単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しないことがあります。 

※２ 詳細については、決算報告書をご覧ください。 
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１１．要約した財務諸表 

（１）貸借対照表 

(単位：百万円) 

資産の部 金 額 負債の部 金 額 

固定資産 24,858 固定負債 3,013 

 有形固定資産 24,802  資産見返負債 2,840 

 無形固定資産 

 投資その他の資産 

56 

0 

 長期未払金 

 その他 

43 

130 

流動資産 1,521 流動負債 801 

 現金及び預金（*1） 1,153  寄付金債務 105 

 その他 368  未払金 494 

   その他 202 

  負債合計 3,814 

  純資産の部（*2）  

  資本金 31,419 

   地方公共団体出資金 31,419 

  資本剰余金 ▲9,615 

  利益剰余金 760 

  純資産合計 22,565 

資産合計 26,379 負債純資産合計 26,379 

 

（２）損益計算書 

(単位：百万円) 

 金 額 

経常費用 5,564 

経常収益 5,671 

経常利益 107 

臨時損失 6 

臨時利益 89 

当期純利益 190 

前中期目標期繰越積立金取崩額 4 

目的積立金取崩額 80 

当期総利益（*3） 274 
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（３）純資産変動計算書 

(単位：百万円) 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 
評価・換算 

差額等 
純資産合計 

当期首残高 31,419 ▲9,285 730 － 22,864 

当期変動額 － ▲329 30 － ▲299 

 当期総利益（*3）   274 － 274 

当期末残高（*2） 31,419 ▲9,615 760 － 22,565 

 

（４）キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円) 

 金 額 

業務活動によるキャッシュ・フロー 677 

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲868 

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲44 

資金増加額 ▲236 

資金期首残高 1,389 

資金期末残高（*4） 1,153 

 

（参考）資金期末残高と現金及び預金との関係 

(単位：百万円) 

 金 額 

資金期末残高（*4） 1,153 

定期預金 - 

現金及び預金（*1） 1,153 

※１ （*1）～（*4）は（１）～（４）の対応関係を示します。 

※２ 区分ごとに表示単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しないことがあります。 

※３ 詳細については、財務諸表をご覧ください。 
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１２．財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の理事長による説明 

（１）貸借対照表 

   当事業年度末における資産残高は 26,379百万円となっており、土地・建物などの固定資産

が 24,858 百万円として全体の約 94.2％、現金・預金などの流動資産が 1,521 百万円として

全体の約 5.8％となっております。また、負債残高は 3,814百万円となっており、運営費交付

金や補助金を財源とした資産の取得による資産見返負債等の固定負債 3,013 百万円、前年度

業務にかかる未払金等の流動負債 801百万円からなっております。 

   純資産の残高は 22,565百万円であり、主に地方公共団体出資金、利益剰余金からなってお

ります。 

 

（２）損益計算書 

   経常費用は 5,564 百万円、経常収益は 5,671 百万円であり、当期総利益は 274 百万円とな

っております。これは、地方創生推進交付金の採択、令和４年１月 28日に発生したアグリイ

ノベーション教育研究センター牛舎火災事故の保険金受入れ等により収入が増加したこと、

及び予算算定人員に対する教職員の減少により人件費が減少したこと等によるものです。当

期総利益は前年度より 19百万円増加しております。 

 

（３）純資産変動計算書 

   当事業年度の純資産残高は 22,565百万円となっており、前年度より 299 百万円減少してお

ります。これは、固定資産の取得により 579 百万円増加したことに対し、減価償却相当累計

額が 908百万円減少したことによる資本剰余金の変動が主な要因となっております。 

 

（４）キャッシュ・フロー計算書 

   業務活動によるキャッシュ・フローは 677百万円であり、前年度より 13百万円減少してい

ます。これは、教育研究関連業務による支出が 119百万円増加、人件費による支出が 94百万

円増加、補助金等収入が 131百万円増加したことが主な要因となっております。 

   投資活動によるキャッシュ・フローは▲868 百万円であり、前年度より 390 百万円減少し

ています。これは、固定資産の取得による支出が 497 百万円増加、施設費による収入が 107

百万円増加したことが主な要因となっております。 

   財務活動によるキャッシュ・フローは▲44百万円であり、前年度より 1 百万円減少してい

ます。これは、リース債務の返済による支出が 1 百万円増加したことが主な要因となってお

ります。 

   以上の各キャッシュ・フローの結果、資金期末残高は前年度より 235百万円減少し、1,153

百万円となりました。 
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１３．内部統制の運用の状況 

  当法人は、業務方法書の規定に基づき、役職員の職務執行が法令、秋田県条例若しくは規則、

法人の定款又は規程に適合することを確保する体制（内部統制システム）を整備しています（令

和２年４月１日 秋田県知事から業務方法書変更認可）。これは、既に個々の業務・事務に応じ

て規程等が整備されていたものを含め、内部統制に関連する規程等として体系化したものです。

目的は、① 中期目標等に基づき法人（大学）のミッションを果たし効率的な業務を遂行する、

② 法令・規程等を遵守する（コンプライアンス確保）、③ 県民等ステークホルダーへ情報開示

し説明責任を果たす、ということです。内部統制統括責任者に置き、日常的なモニタリング及

び内部監査規程に基づく内部監査を実施します。万一、法令違反等や問題点を把握した場合、

速やかに改善措置を講じるとともに、理事長に報告します。理事長は、モニタリング等の結果

を業務運営に適切に反映させます。 

 

１４．法人に関する基礎的な情報 

（１）沿革 

 平成 11年４月 秋田県立大学開学 

 平成 14年４月 秋田県立大学大学院 システム科学技術研究科設置 

 平成 15年４月 秋田県立大学大学院 生物資源科学研究科設置 

 平成 18年４月 生物資源科学部 アグリビジネス学科設置 

４月 公立大学法人秋田県立大学設立 

 平成 24年４月 秋田県立大学大学院 共同ライフサイクルデザイン工学専攻設置 

平成 30年４月 システム科学技術学部 

         機械知能システム学科、電子情報システム学科を改組し、 

機械工学科、知能メカトロニクス学科、情報工学科を設置 

 令和 ３年４月 アグリイノベーション教育研究センター設置 

 令和 ４年４月 秋田県立大学大学院 システム科学技術研究科 

機械知能システム学専攻、電子情報システム学専攻、建築環境システム学専

攻、経営システム工学専攻、共同ライフサイクルデザイン工学専攻を改組し、 

総合システム工学専攻、共同サステナブル工学専攻を設置 

 

（２）設立に係る根拠法 

地方独立行政法人法 

 

（３）設立団体 

秋田県 
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（４）組織図 
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（５）事務所（従たる事務所を含む）の所在地 

名 称 所在地等 

秋田キャンパス 秋田県秋田市下新城中野字街道端西 241-438 

本荘キャンパス 秋田県由利本荘市土谷字海老ノ口 84-4 

大潟キャンパス 秋田県南秋田郡大潟村字南 2-2 

木材高度加工研究所 秋田県能代市字海詠坂 11-1 

アグリイノベーション教育研究センター 秋田県南秋田郡大潟村字大潟 6-5 

 

（６）在学する学生の数（令和４年５月１日時点） 

 総学生数   １，８７８人 

  学士課程  １，６６９人 

  修士課程    １８０人 

  博士課程     ２９人 

  

（７）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

 ① 関連公益法人等の概要   

法人名称 業務の概要 当法人との関係 役員の氏名 

秋田複合材新成形法

技術研究組合 

複合材の新たな製造技

術及び接合検査技術に

関する研究開発 

関連公益法人 理事長  村岡 幹夫 

専務理事 渋谷 嗣 

理事   飯田 一朗 

理事   石塚 広行 

理事   齊藤 民一 

理事   阿部 俊夫 

理事   佐々木眞一 

監事   大槻 秀己 

監事   猪股 則夫 

 ② 関連公益法人等と当法人の取引の関連図 

公立大学法人秋田県立大学 

試験研究の委託 

秋田複合材新成形法技術研究組合  

試験研究の実施 
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（８）主要な財務データの経年比較 

(単位：百万円) 

区分 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

資産 28,011 27,187 26,772 26,510 26,379 

負債 3,317 3,223 3,307 3,646 3,814 

純資産 24,695 23,964 23,465 22,864 22,565 

住民等の負担に 

帰せられるｺｽﾄ 
4,910 4,849 4,741 4,832 4,987 

経常費用 5,453 5,431 5,253 5,268 5,564 

経常収益 5,603 5,603 5,471 5,485 5,671 

当期総利益 209 203 295 255 274 

業務活動ＣＦ 201 238 504 690 677 

投資活動ＣＦ ▲79 ▲287 ▲209 ▲478 ▲868 

財務活動ＣＦ ▲41 ▲44 ▲43 ▲43 ▲44 

資金期末残高 1,062 968 1,221 1,389 1,153 

※１ 表示単位未満を四捨五入しています。 

※２ 住民等の負担に帰せられるコストは、令和３年度以前は「行政サービス実施コスト」 

として表示していました。 

 

（９）翌事業年度の予算、収支計画及び資金計画 

 ① 予算 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

収入  

 運営費交付金 3,498 

 施設整備費等補助金 200 

 諸補助金 99 

 自己収入 1,453 

  授業料等収入 1,200 

  その他収入 254 

 受託研究等収入 167 

 寄付金収入 34 

 目的積立金取崩 52 

計 5,504 

支出  

 業務費 1,993 

  教育研究経費 1,496 

  一般管理費 496 

 施設整備費 200 

 受託研究等経費 167 

 寄付金事業費 34 

 人件費 3,110 

計 5,504 
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② 収支計画 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

費用の部 5,303 

 経常費用 5,303 

  業務費 4,593 

   教育研究経費 1,316 

   受託研究等経費 167 

   人件費 3,110 

  一般管理費 496 

  その他費用 2 

  減価償却費 211 

 臨時損失 0 

収益の部 5,303 

 経常収益 5,303 

  運営費交付金収益 3,498 

  授業料等収益 1,040 

  受託研究等収益 167 

  寄付金収益 34 

  補助金等収益 99 

  その他収益 254 

  資産見返負債戻入 211 

 臨時利益 0 

純利益 0 

総利益 0 
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③ 資金計画 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

資金支出 5,452 

 業務活動による支出 5,027 

 投資活動による支出 375 

 財務活動による支出 50 

 次年度への繰越金 0 

資金収入 5,452 

 業務活動による収入 5,252 

  運営費交付金による収入 3,498 

  授業料等による収入 1,200 

  受託研究等による収入 167 

  寄付金による収入 34 

  補助金等による収入 99 

  その他の収入 253 

 投資活動による収入 200 

  施設費による収入 200 

  その他の収入 0 

 財務活動による収入 0 

 前年度からの繰越金 0 

※１ 区分ごとに表示単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しないことがあります。 

※２ 詳細については、年度計画をご覧ください。 

 

１５．参考情報 

（１）要約した財務諸表の科目の説明 

 ① 貸借対照表 

  有形固定資産 ： 土地、建物、構造物、工具器具備品など法人が長期にわたって使用又は利

用する有形の固定資産 

  無形固定資産 ： ソフトウェア、電話加入権など法人が長期にわたって使用又は利用する具

体的な形態を持たない無形の固定資産 

  投資その他の資産：有形固定資産、無形固定資産又は流動資産に属するもの以外の長期資産 

現金・預金等 ： 現金及び預金であって、貸借対照表日の翌日から起算して一年以内に満期

日の到来しない定期預金を除くもの 

  その他（流動資産） ： 未収学生納付金収入、未収金、棚卸資産等 

  固定負債 ： 資産見返負債、資産除去債務、長期未払金等 

  流動負債 ： 寄付金債務、未払金、預り金等 

  資本金 ： 設立団体から出資を受けた土地、建物など、法人の会計上の財産的基礎を構成す

るもの 
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  資本剰余金 ： 設立団体から交付された施設費等を財源として取得した資産に対応する法人

の会計上の財産的基礎を構成するもの 

  利益剰余金 ： 法人の業務に関連し発生した剰余金の累計額 

 ② 損益計算書 

  経常費用 ： 業務費（法人の業務に要した費用）、一般管理費（光熱水費、減価償却費など法

人の管理に要した費用）等 

  経常収益 ： 運営費交付金収益及び授業料収入、受託収入、寄付金収入等の自己収入による

収益等 

  臨時損失 ： 固定資産の除売却損等 

  臨時利益 ： 除売却損等の収益化等 

  目的積立金取崩等 ： 目的積立金や前中期目標期間繰越積立金等の取崩額 

  当期総利益 ： 地方独立行政法人法第 40条の利益処分の対象となる利益であって、法人の財

務面の経営努力の算定基礎を示す指標としての性格を有するもの 

 ③ 純資産変動計算書 

  当期末残高 ： 貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

 ④ キャッシュ・フロー計算書 

  業務活動によるキャッシュ・フロー ： 法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を示し、

サービスの提供等による収入、業務活動に必要な物品又はサービス等の購入による支出、

人件費支出等が該当 

  投資活動によるキャッシュ・フロー ： 将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資

活動に係る資金の状態を表し、固定資産等の取得・売却等による収入・支出が該当 

  財務活動によるキャッシュ・フロー ： リース債務の返済等による支出が該当 

 

（２）その他公表資料等との関係の説明 

 事業報告書に関連する報告書等として、以下の報告書等を作成しています。 

  ⅰ 財務諸表 

  ⅱ 決算報告書 

  ⅲ 業務実績報告書 

  ⅳ 年度計画 


